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１．はじめに 

地球温暖化に伴う気候変動の影響により，日本にお

いて洪水リスクの増加が懸念されている．和田らの気

象庁・気象研究所の地域気候モデルによると，21 世紀
末における再現期間 100 年の日降水量は，現在に比べ
全国的に 20%程増加すると予測されている 1)．これは近

年の洪水災害の発生数増加の傾向を示唆している．こ

うした傾向を踏まえ，その影響と適応策を考察してい

く必要がある．洪水災害についての既往研究として，

Tezuka らは日本全域を対象として将来の洪水被害額を
定量的に評価した 2)．この研究における適応策の評価は，

堤防などのハード対策を評価したものであり，ソフト

対策による適応策の効果の評価はなされていない．ソ

フト対策として土地利用規制が挙げられるが，日本全

土を対象にした効果の検証は行われていない．更には

緩和策の効果は適応策との比較がなされていない． 
したがって本研究は，土地利用規制による洪水への

適応効果と，緩和策の効果を評価し，更に費用便益比を

考察することにより事業としての実現可能性を示すこ

とを目的とする． 
２．洪水被害額推定手法 

本研究では氾濫モデルとして既往研究においても用

いられてきた二次元不定流モデルを用いた 2)．  
この氾濫計算には，国土数値情報の標高及び土地利

用データを用いた．また，日降水量データについては

Tezuka らにより作成された集水面積と流出係数の関係
から算出された任意の再現期間の洪水を任意の地点で

生じさせる降雨分布である確率洪水寄与降雨分布を用

いた 2)．最後に，治水経済調査マニュアル（案）を参考

に，上記の方法により算出された浸水深に対応した被

害率や土地利用に応じた被害額単価の設定を行い，そ

れらをもとに被害額を算出した． 
３．将来気候における被害額推定手法 

将来気候における被害額推定のために，現在の降水

量に対する将来の降水量の増加率を算出する．これに

は農研機構地域気候シナリオ 2017-v2.7r によって 1km
分解能までダウンスケーリングされた日降水量を用い

た 3)．使用されている GCM は 5 つであり，RCP8.5 と
RCP2.6 の 2 つのシナリオが対象である．対象期間は

1981 年から 2000 年と 2031 年から 2050 年，2081 年か
ら 2100年の三期間とした．これらについて全国 1259地
点の各年の最大日降水量からGEV分布により再現期間
100年の降水量を算出した．得られた二期間の降水量の

比を将来の降水量増加率とし，これを前述した現在気

候の確率洪水寄与降雨分布に掛けることにより，将来

の確率洪水寄与降雨分布を作成した．そのうち MRI-
CGCM3 により作成された 2100 年における増加率と確
率洪水寄与降雨の分布図を図-1 に示した．この降雨分

布を基に氾濫浸水深と被害額を計算した． 
次に年期待被害額の算出方法を示す．Tezukaらの手

法に従い，治水設備が再現期間 50年の洪水に耐え，発

生確率の低い再現期間 100 年以上の洪水は年期待被害

額に大きな影響を及ぼさないと仮定した．この仮定に
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図-1 MRI-CGCM3による降水量増加率（左）

分布と確率洪水寄与降雨分布（右） 
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より，再現期間 100年と 50年の間の区間平均被害額と

区間確率を乗じることによって，年期待被害額が算出

される．  
４．土地利用規制手法 
本研究においては現在気候における再現期間 100 年

の洪水時に 3m 以上浸水する建物用地を被害額を計上

しない森林の土地利用に変えた．すなわち破堤時など

潜在的に深く浸水する可能性があるエリアを撤退させ

た．この規制後の土地利用分布を入力値として再度洪

水氾濫解析と被害額計算を実施した． 

また，土地利用規制の費用を推定するために国土交

通省の用地取得に伴う損失補償基準 4）を参考にして費

用推定式を立てた．補償内容は 3つに限定した．（ア）
土地代（イ）建物の再築費（ウ）取り壊し費である． 
（ア）土地代については，国土数値情報の都道府県地価

調査データの平成 16年度版を使用した．各メッシュに
おいて最近点の調査地価を参照させた．なお林地や農

地の地価は除外した． 
（イ）建物の再築費については，平成 16 年度の建築着
工統計から総床面積と総工事予定額を取得し，事業所

用建築単価を 136千円/m2，住居建築単価を 160千円/m2

とした．また再築補償率は 0.91 と設定した．これらか
ら規制メッシュ面積に建築費と再築補償率，建ぺい率

を乗じて再築費とした． 
（ウ）取り壊し費は，武田ら 5)を参考に建物のライフ

サイクルコストから（イ）に 11/148を乗じた値とした． 
５．費用便益分析 

費用便益比は式（1）により算出した． 
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ここで，Tは事業評価年数であり，100 年としたが，土
地利用規制の場合 100 年から整備期間 d を減じた値と
した．整備期間 d は土地利用規制の場合 20 年とした．
Bt，Ctは基準年(2000年)から t 年後における便益と費用
である．土地利用規制の Btは軽減年期待被害額とした．
緩和策の Bt は RCP8.5 と RCP2.6 の被害額の差額を，
「環境省 S-8 温暖化影響評価・適応政策に関する総合的
研究」より温暖化影響のうち洪水被害の占める割合

41.6%で除した値とした．土地利用規制の Ct は 4 章に
より算出した費用を整備年数 d により除したものとし
た．緩和策の Ct は平成 29 年度地球温暖化対策関係予
算案の 8176 億円とした． 
 ６．結果・考察 

全国における洪水による年期待被害額を表-1 に示し

た．また，2100 年における緩和策の効果は 557 億円と
推定された． 
土地利用規制の効果は年期待額にして 3032億円と推

定された．この効果は規制なしの年期待被害額の 34％
に当たり，軽減効果の大きいことが示された． 
次に，費用便益分析の結果を示す．緩和策の費用便益

比は 0.12 と推定された．5モデルの費用便益比には，比
が 1.0 を超えるモデルも存在した．一方土地利用規制

の費用便益比は 0.00045 と推定された．都道府県別に見
ても，最大 0.0011 と厳しい値となり，全国で一律に実
施するには大変厳しいと言える． 今後より詳細なスケ
ールで適した場所を見ていく必要がある． 
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現在気候 シナリオ別 2050 2100

8808 RCP2.6 9745 9496

RCP8.5 9737 10054

表-1 洪水の年期待被害額（単位：億円） 
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